第１期大阪府食の安全安心推進計画の取組まとめ

第1期大阪府食の安全安心推進計画では、大阪府食の安全安心推進条例の第2章「食の安全安心の確保に関する施策」及び第3章「健康被害の防止等に関する施策」について、これらの施策を「1 生産から消費に至る各段階での食の安全性の確保」、「2 健康被害の未然防止や拡大防止に関する体制の整備」、「3 情報の収集及び提供」の3つに分類して取組内容を明確にし、施策を推進してきました。

このたび、計画の進捗状況を取りまとめましたので、その概要を下記のとおり報告します。
１．生産から消費に至る各段階での食の安全性の確保　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【各取組内容の概要】

１）監視指導の体制の整備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＜生産段階での取組＞
· 貝毒の監視
大阪湾沿岸に生息する二枚貝等の毒化に対して、貝毒の原因となる有害プランクトンの発生状況について年間を通した定点調査により監視し、状況に応じてアサリ・アカガイ・トリガイ・シジミの二枚貝の貝毒検査を実施しました。

また、潮干狩りシーズン中の3月～6月には泉南地区潮干狩り場等（二色浜、男里川河口域）におけるアサリの貝毒検査を毎月実施し、アサリの安全対策を図りました。
二枚貝の貝毒発生状況をみると、ほぼ毎年のように規制値を超える毒化がみられることから、引き続き貝毒の原因となる有害プランクトンの調査及び二枚貝の貝毒検査を実施していく必要があります。
（5年間の大阪湾沿岸の二枚貝の貝毒発生状況）
	
	H20年
	H21年
	H22年
	H23年
	H24年

	貝毒発生状況
	規制値超過
	規制値以下
	規制値超過
	規制値超過
	規制値以下


＜製造・加工・販売段階＞
· 大阪府食品衛生監視指導計画に基づく監視指導、食品等の試験検査

大阪府食品衛生監視指導計画に基づき、保健所等の食品衛生監視員により計画的に食品関連施設への監視指導や食品等の検査を実施しました。

また、食品の放射性物質汚染問題に対する出荷制限が指示された食品の販売状況の緊急監視や流通食品の検査、ユッケ等の生食肉の取扱状況の緊急監視など、食品衛生に係る問題が発生した場合には、必要に応じて緊急特別監視や検査を実施しました。

流通段階において違反食品を排除するためには、計画的な監視指導や食品等の試験検査を継続して実施していく必要があります。
　　　　
· 健康食品関係施設への合同監視指導

健康食品を製造又は販売する施設に対して、食品衛生法、薬事法、健康増進法の各担当部局が連携して、合同で立入し、原材料の確認や表示の点検指導を実施しました。
　（表：平成23年度　合同監視結果）
	
	製造施設（22施設）
	販売施設（14施設）

	
	監視品目数
	違反施設数
	違反品目数
	監視品目数
	違反施設数
	違反品目数

	食品衛生法
	442
	4
	12
	2,012
	1
	2

	薬事法
	322
	3
	3
	2,621
	2
	3

	健康増進法
	297.
	6
	13
	1,832
	4
	4


また、健康食品の医薬品成分の含有の有無を検査するための買上げ検査を実施し、無承認無許可医薬品の排除を行いました。

　　　  （表；5年間の医薬品成分の検出状況）
	
	H20年度
	H21年度
	H22年度
	H23年度
	H24年度

	医薬品成分の検出状況
（検出数／検査数）
	１／２０
	１／１８
	３／２２
	７／１９
	３／１８


　　　
さらに、事業者向けのリーフレットを用いて、正しい知識の普及啓発を行いました。

２）農林水産物の生産過程での法令の遵守　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
· 農林水産物の生産過程での法令の遵守のための措置

流通食品の検査で農薬取締法違反が疑われる農産物を発見した際には、生産者を管轄する関連部局や自治体と情報を共有し、農薬不適正使用に対して迅速かつ的確に対応しました。

３）表示の適正化の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
· 食品表示適正化推進事業

食品表示指導員等により、府内の食品販売店を年間4,000店以上の巡回点検を実施しました。

【事業目標の進捗状況】

	施策内容
	平成19年度
	平成20年度
	平成21年度
	平成22年度
	平成23年度
	平成24年度
	平成24年度
	備考

	目標指標
	実績
	実績
	実　績
	実　績
	実績
	実績
（見込）
	目標
（最終目標）
	

	食品関係営業施設の監視指導
（監視指導施設数：件）
	35,000
	35,000
	35,000
	35,000
	33,000
	30,000　
	35,000
	件数には大阪市、堺市、高槻市、東大阪市は含まれていません。なお、平成２４年度は豊中市の件数についても含まれていません。

	流通食品等の収去検査
（収去検査件数：件）
	4,200
	4,200
	4,400
	4,400
	4,600 
	4,700　
	4,200 
	件数には大阪市、堺市、高槻市、東大阪市は含まれていません。なお、平成２４年度は豊中市の件数についても含まれていません。

	ＢＳＥ対策事業
（ＢＳＥ検査）
	全頭
	全頭
	全頭
	全頭
	全頭
	全頭
	全頭（予定）
	

	健康食品関係施設への合同監視指導
	1回／年
	1回／年
	1回／年
	1回／年
	1回／年
	　１回／年
	1回／年
	　

	巡回点検店舗における表示状況（ＪＡＳ法）
（概ね正しく表示されている店舗）
	67％
	71％
	74％
	76％
	78%
	　78％
	80％
	　


２．健康被害の未然防止や拡大防止に関する体制の整備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【各取組内容の概要】

１）リスクコミュニケーションの促進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
· シンポジウム、セミナー等によるリスクコミュニケーションの実施

府民の関心の高いテーマをもとにシンポジウムを実施し、府民、食品関連事業者、行政関係者の意見交換を行いました。また、サイエンスカフェ形式や小学生向けの体験型の食の安全教室など、様々な形式によりリスクコミュニケーションを実施しました。

府民の様々な疑問や不安に応えられるよう、効果的なリスクコミュニケーションを行うためには、テーマや対象者を考慮していく必要があります。

２）緊急時の体制の整備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
· 食中毒発生時の調査体制について
食中毒発生時には、処理手順に基づき円滑で的確な調査を実施しました。
また、平常時においても食中毒発生時の対応訓練を行うなど、危機発生時に迅速に対応できるための体制の整備に努めました。
３）健康被害の拡大防止のための情報の公表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
大阪府食の安全安心推進条例第19条に基づき設置した「大阪府食の安全推進対策専門委員会」において、「中国における牛乳へのメラミン混入事案」について、専門委員会のご意見及び内閣府食品安全委員会の情報を基に、「メラミンに関するＱ＆Ａ」を作成しました。また、迅速かつ適切な情報提供ができるよう事例検討を実施しました。

※「大阪府食の安全推進対策専門委員会」は、平成24年11月から「大阪府食品健康被害防止審議会」になりました。
４）自主回収報告制度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
府は自主回収の着手と終了について報告を受け、府民へ自主回収の情報をホームページへ掲載するとともに、食の安全安心メールマガジンにより情報発信を実施しました。
（表；5年間の条例第20条に基づく自主回収報告件数）
	
	H20年度
	H21年度
	H22年度
	H23年度
	H24年度
(12月末現在)

	自主回収報告件数
	60
	44
	33
	41
	44

	他府県からの情報提供
	99
	74
	71
	68
	64


５）調査研究等の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
· 公衆衛生研究所での調査研究等
食品理化学検査においては、第1期推進計画に添った取り組みを行い、多数の対象化合物に適用可能な系統分析法を開発しました。平成20年度の農薬検査項目数は132項目でしたが、平成24年度には目標値である200項目を分析することが可能となりました。
また、検査可能な動物用医薬品数も19項目（平成20年度）から33項目（平成24年度）に拡充しました。

食品微生物検査においては、乳のみマウスを使用し、食中毒原因物質と考えられているクドアの下痢原性を世界で初めて証明しました。また、クドアの病原性は95℃10分の加熱処理により失活することを明らかにしました。

また腸炎ビブリオ菌体に対するモノクローナル抗体を作出し、新たに腸炎ビブリオの免疫学的迅速同定法を考案しました。さらに食品中のnon-O157 STECの培養法についても比較、検討を行いました。
【事業目標の進捗状況】

	施策内容
	平成19年度
	平成20年度
	平成21年度
	平成22年度
	平成23年度
	平成24年度
	平成24年度
	備考

	目標指標
	実績
	実績
	実績
	実績
	実績
	実績
（見込）
	目標
（最終目標）
	

	リスクコミュニケーションの実施回数
（セミナー・シンポジウム等）
	3
	6
	10
	12
	9 
	　10
	10
	　

	食中毒及び健康被害に繋がるおそれのある食品苦情の発生件数
	1,500
	2,300
	1,700
	1,600
	1,350 
	　1,400
	1,300 
	　

	大阪府立公衆衛生研究所における残留農薬検査項目数
	132
	132
	153
	153
	153 
	　200
	200
	　

	大阪府環境農林水産総合研究所における研究成果の普及、技術支援のためのセミナー、講演会等の開催（技術セミナー、講演会の開催件数：件）（主な話題が食の安全・安心以外のセミナー等も含む）
	33
	40
	46
	41
	36
	　40
	40
	　


３．情報の収集及び提供　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【各取組内容の概要】

１）正しくわかりやすい情報の収集及び提供　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
· 大阪府ホームページ及びメールマガジンによる情報提供

平成21年度より、緊急情報などを速やかに情報発信するための新たなツールとして、パソコンや携帯電話による「大阪府食の安全安心メールマガジン」の配信を開始しました。

メールマガジンの登録者数は、アドレスの変更や解約により減少することから、今後も積極的に登録者を増やす活動を行う必要があります。


２）知識の普及啓発　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
· 食品衛生講習会の実施など
消費者及び食品関係事業者に対し、食品衛生講習会を実施し、食品衛生に関する正しい知識の普及啓発を行いました。

３）事業者の取組の支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
· 大阪版食の安全安心認証制度

大阪版食の安全安心認証制度を創設し、「飲食店及び喫茶店営業」、「食品を製造する営業」を対象として、平成21年4月から運用を開始しました。平成22年2月には、「食品を販売する営業」の認証基準を設定し、制度の対象となる業種を3業種に拡大しました。

食品関連事業者の自主的な食の安全安心の取組を促し、食品業界全体の衛生レベルを底上げするために、この制度を普及させる必要があります。

· 大阪エコ農産物認証制度
安心できる農産物を求める府民の声に応え、環境にやさしい農業に取り組む農業者を支援するため、大阪エコ農産物認証制度を推進しました。

４）顕彰の実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
· 食品衛生関係優良施設等の表彰
衛生管理が一定水準以上の優良な施設及び地域の食品衛生活動に積極的な食品等事業者に対して、食品等事業者の衛生管理意識の高揚を図るために、知事表彰や保健所長表彰を実施しました。

【事業目標の進捗状況】

	施策内容
	平成19年度
	平成20年度
	平成21年度
	平成22年度
	平成23年度
	平成24年度
	平成24年度
	備考

	目標指標
	実績
	実績
	実績
	実績
	実績
	実績
（見込）
	目標
（最終目標）
	

	食品衛生講習会等の実施
（講習会参加人数）
	19,000
	21,000
	17,000 
	17,000 
	16,000 
	17,000 
	20,000
	　

	公衛研ニュースの発行年間回数
	3
	3
	3 
	3 
	3 
	3　
	4
	　

	メールマガジン「かわら版@iph」読者数
	600
	965
	1,006
	1,006
	1,000 
	970　
	970
	　

	公開セミナ－の開催
	1回／年
１５０名
	1回／年
１５０名
	1回／年
１５０名
	1回／年
１３０名
	1回／年
１３０名
	3回/年

200名　
	２回／年
３００名
	　

	大阪エコ農産物認証制度の推進（面積：ha）
	328
	387
	410 
	483 
	487 
	505
	410
（22年度）
	　

	食品衛生関係優良施設（表彰者数）の表彰
	471
	466
	413 
	414 
	377 
	349
	500
	H22年度以降は保健所長表彰を計上しています。


資料３





収去検査件数（H23年度）


4,395件（うち違反件数4件）








監視指導施設数（H23年度）


33,188件（うち行政措置件数112件）





府内店舗の適正表示率


71％（H20年度）　　⇒　　78％（H24年度見込）





リスクコミュニケーションの実施回数


６回（H20年度）　　⇒　　10回（H24年度見込）





残留農薬検査項目数


132項目（H20年度）　　⇒　　200項目（H24年度）


検査可能な動物用医薬品数


　　 　19項目（H20年度）　　⇒　 　33項目（H24年度）





メールマガジン登録者数


平成21年4月配信開始　　⇒　　4,740名（平成24年12月現在）





食品衛生講習会の参加人数


19,000名（H19年度）　　⇒　　17,000名（H24年度見込）





認証施設数


平成21年4月制度開始　　⇒　　101件（H24年12月現在）





エコ農産物　延べ作付面積


387ha（H20年度）　　⇒　　505ha（H24年度見込）





食品関係優良施設の表彰数


466（H20年度）　　⇒　　349（H24年度）
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